
住所 (法人にあっては、主 た る事務所 の所 在地)

〒62 3 - 0 1 1 6
京都府綾部市下八日町下沢 27 - 1

第 3号 様式 (第15条関係)

業 者 排 出 量 削 減 報 告 書

氏名 (法人 にあつては 、名称及 び代表者 の氏名。 記

株 式会社 関西丸 和 ロジステ ィクス

代表取締役社長 口

該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はレ印の記 人は不要です。

「基準年度サとは計画期間の前年度を、 「日標年度」とは計画期間の最終年度を、 「報告年度ととは計画期間の うち、今回報告の対象となる年度をいいます.

「事業所等排出区分Jと は京都府内の事業所年の事業活動のためのエネルイーの使用に伴い発生する温室効果″スを  r輸 送車両排出区分 と は自動車運送事業者については使用の本拠の位

置を京都府内とする車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果イスを、 「その他排出区分」とは上記以外の京都府内にお|する

事業所等の事業活動に伴い発生する温室効果ガスをいいます。
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4「 その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減量等Jの 実績については、計画期間中の実績の黒計を記入してください。
(例)グ リーン電力の購入による温室効果ガスの高け滅実績が 1 8年 度 5ト ンで1 9年度1 0トンの場合、 1 9年 度の報告書の実績については 1 8年 度と1 9年 度の実績を黒計 し1 5トンと記入

5  .特 記事項|に は 平 成 2年 度 ( 1 9 9 0年 度)を 基準とした排出■の打比やエネルイー原単位C 0 3排出曇、省エネ製品開発など他者の温室効果プス排出削減への貢献 グ リーン調達の様

用 特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの創滋などを記入してください。

京 都 府 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 第 1 9 粂 の 規 定 に よ り提 出 しま す 。

特定事業者の

主たる業種
一般貨物運送取扱事業 :貨物運送取扱事業

該当する事業
者要件

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算 して1,500キロソットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規貝1第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台

以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算 して3,000ト
ン以上))

計 画 期 晴 平成 1 8年 4 月 ～  平 成 2 0 年 3月

基 本 方 伊

1、 車両購入 については、排 出ガス、燃費等 を考慮 し購入す る。
2、 最新の排出ガス規制に適 した車両、省エネ基準を達成 した車両への代替に努 める。
3、 運転方法の配慮 (急発進 ・急加速 ・空ふか しの排除 ・アイ ドリングス トップ等、エ コ ドライブ)に 努める。
4、 排出ガスの低減や燃費の向上を図るため、適正な車両整備を実施す る。
5 最 大稽裁畳に 昇合った輸済単柿の設定力実柿す る^

推 進 体 神

1、近畿運輸局居出 『輸送安全マネジメン ト』安全管理規程に基づき、社内組織を整備 し、安全運転心得 5ヶ条を規程する中、全社員に周知

徹底、一九となり取 り組んだ。
2、 『輸送安全マネジメン ト』管理規定に基づき、省エネ運転、車両管理等、内部監査を実施 した。内部監査 1回開催1年

3、事故防止研修会とエコドライブ研修を同時開催 し、関係者に対し周知徹底を図つた。
事故防止研修会 :全事業所 2回 開催/年

4 各 議ポスターカ今事業所に掲示 ・啓率に努めたへ
具
組
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年 度 設 備 、対 象 、 工程 等 籍 置 内 容

19 車両 ・啓発 ・点検 ・排出ガス規制適合車 (増車)36両 ・エコ ドライプの実施 ・車両点検整備の実施

ス
生
す

ガ
量勢別

温

の 排出区分
を 中 午 慎 ( 夫 榎 ノ

(17)年 度

(二酸化炭素決算 (t))

Hl宗 T4宅  (言 T四 ′

( 1 9 )年 度

(二酸化炭素換算 (1 ) )

(計画)
(%)

報 告 午 反 (夫 槙 )

( 1 9年 度)
( 二酸化炭素換算 ( 1 ) )

剛 肌 キ

(実績)
(%)

A事 業所等排 出区分 602 -20 % 50 %

B輸 送車両排出区分 6,142 t 6,018 -20・ s 6 501 58 %)

cそ の他排出区分 %

排出合計 61744 1 6,608 20% 7 133 58 名

その他の地球

温暖化対策に

よる温室効果
ガスの肖」減量

等

対策等の区分
目標 年 度 (計画 ) 報告年度 (実績)

取組 量等 (二酸化炭素換算 (t) 取組 畳等 (二酸化炭素換算 (1)

森 林 の 保 全 及 び 整 備 (整備 面積 (吸収 量 ) (整備 面積 く吸収量 )

府内産の木材の利用 ( 和1 用量 ) (削減ユ) (利用量) (削減量)

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

(完電 畳) (劇波畳) (売電よ ) (削減 量)

(熱件捨量 (削減 と) (熱供給 ニ (白り波室)

グ リー ン電力の購 入 (RR入量) kwh (削減 長) (購入曇) (削減長)

削減量等合計

差引排出量

(排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 剖浅率 (計画) 報告年度 (実績) 市J波率 (実積)

6 744 t
(,。 ・3)    6,608  t -20 % (。1,一(■5)                        7,133  t 58 %

特 記 事 項 1、削減率+58%の 根拠については、 19年 度において車両数が36台 増車となつた。 (当社平均9,2432,1台・年)36台 X9,2432=332氏 2が便用量

として増加した。
2、安全管理委員会の開催。 19年 11月 ・12月 、 20年 2月 開催。
3、 輸送安全マネジメン ト内部監査の実施. 19年 8月 ～9月 ・16部 門で実施。
4、 全社員を対象とした事故防止研修会の開催。 1回 目 :6月 ～ 7月 、2回 目 :11月 、3回 目 :2月 ～ 3月 に開催。
5、啓発資料の配布 (・社速の厳守と運行記録計の管理 ・中型免許制度の概要 ・違法改造車両について ・事故撲渡について等)

連 絡 売 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 香 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


